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序     文 
 

セネガル・日本職業訓練センター（CFPT）は、技術者免状（BTI）取得者の養成のため、1984

年にわが国の無償資金協力を得て建設され、かつわが国の技術協力により職業訓練指導員の能力

開発が行われた職業訓練機関です。続いて、わが国の2回目の無償資金協力（2003年）及び2回目

の技術協力（1999年～2004年）により、上級技術者免状（BTS）取得コースが開設されました。現

在では全学生の10％程度にあたる留学生を周辺国から毎年受け入れるとともに、1999年からは仏

語圏中西部アフリカ諸国に対する第三国研修を実施しており、名実ともに仏語圏中西部アフリカ

を代表する職業訓練機関として成長し、セネガル共和国におけるわが国の協力の象徴として位置

づけられています。 

このたびCFPTは、セネガル共和国上位政策の下、労働需要及び国内の他の職業訓練機関の動向

を踏まえ、自動車整備学科及び電子科（ともにBTI）を廃止し、新たに重機保守科及び建築設備保

守科（ともにBTS）を開設する方針をたて、わが国に上記2学科の開設のための3回目の無償資金協

力及び技術協力プロジェクトを要請しました。国際協力機構（JICA）は2010年に無償資金協力の

ための準備調査を実施し、現在、2012年の新学科開設に向けた施設及び機材の整備のための同協

力を実施中です。 

本技術協力は、上記無償資金協力の検討段階から無償資金協力と技術協力の一体的実施を視野

に入れて検討されてきたものであり、先の無償資金協力準備調査においてもセネガル側の技術協

力の要望及び協力の必要性・妥当性を確認してきました。 

上記の無償資金協力準備調査に続き、JICAは本技術協力プロジェクトの内容を検討するため

2011年8月に詳細計画策定調査団を派遣し、セネガル共和国政府との間で、協力計画の策定に係る

協議を行い、2011年9月14日に「セネガル・日本職業訓練センター機能強化プロジェクト」に係る

討議議事録（R/D）を取り交わしました。本報告書は係る調査概要を取りまとめたものです。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い感謝の意を表するとともに、

引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成23年10月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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AATR Agence Autonome des Travaux Routiers セネガル道路庁 

ACCC Association des Collèges Communautaires du 

Canada 

カナダコミュニティカレッジ協会 

APC Approche Par Compétence 職能に基づいた訓練アプローチ

（CBTの仏語） 

BT（＝BTI） Brevet de Technicien 技術者免状 

BTS Brevet de Technicien Supérieur 上級技術者免状 

CBT Competency Based Training 職能に基づいた訓練アプローチ（英）

CFPT Centre de Formation Professionnelle et 

Technique Sénégal-Japon 

セネガル・日本職業訓練センター 

DSRP Document de Stratégie pour la Réduction de 

la Pauvreté 

貧困削減戦略文書（PRSP) 

METFP Ministère de l'Enseignement Technique et de 

la Formation Professionnelle 

技術教育・職業訓練省 

NEPAD The New Partnership for Africa's 

Development 

アフリカ開発のための新パートナー

シップ 

OIC Organization of Islamic Cooperation イスラム協力機構 

PDEF Programme Décennal de l'Education et de la 

Formation 

教育・訓練10カ年計画 

PES Professeur d'Enseignement Secondaire 高等学校卒業後に6年以上の大学教 
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PEM Professeur d'Enseignement Moyen 高等学校卒業後に4年以上の大学 

教育を修了した指導員 

PETP Professeurs d'Enseignement Technique et 

Professionnel 

高等学校卒業後に2年以上の大学教

育を修了した指導員 
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第１章 詳細計画策定調査団の派遣 
 

１－１ 派遣の経緯と目的 

セネガル・日本職業訓練センター（Centre de Formation Professionnelle et Technique Sénégal-Japon：

CFPT）は、技術者免状（Brevet de Technicien：BTI）取得者の養成のため、1984年にわが国の無償

資金協力を得て建設され、かつわが国の技術協力により職業訓練指導員の能力開発が行われた職

業訓練機関である。続いて、わが国の無償資金協力（2003年）及び技術協力（1999年～2004年）

により、上級技術者免状（Brevet de Technicien Supérieur：BTS）取得コースが開設された。 

全学生の10％程度にあたる留学生を周辺国から毎年受け入れるとともに、1999年から現在まで

仏語圏中西部アフリカ諸国に対する第三国研修を実施しており、名実ともに仏語圏中西部アフリ

カを代表する職業訓練機関として成長し、セネガル共和国（以下、「セネガル」と記す）における

わが国の協力の象徴として位置づけられている。 

セネガル上位政策の下、CFPTは労働需要及び国内の他の職業訓練機関の動向を踏まえ、自動車

整備学科及び電子科（ともにBTI）を廃止し、新たに重機保守科及び建築設備保守科（ともにBTS）

を開設する方針である。 

上記2学科の開設のため、セネガル政府はわが国に対して無償資金協力を要請し、現在、2012年

の開設に向けた施設及び機材の整備のための同協力を実施中である。 

本技術協力は上記無償資金協力の検討段階から一体的実施を視野に入れたプログラム・デザイ

ン案として検討されてきたものであり、先の無償資金協力準備調査においてセネガル側の技術協

力の要望を踏まえ、協力の必要性・妥当性を確認したものである。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 森田 千春 国際協力機構人間開発部 社会保障課 調査役 

職業訓練 立花 弘人 独立行政法人雇用能力開発機構神奈川センター 居住系講師

訓練計画 世取山 清 職業能力開発大学校 国際協力部 

 

１－３ 調査の方法 

調査方法は、以下のとおり関連資料の収集、聞き取り、視察及び協議を行った。 

①新設2学科（重機保守科、建築設備保守科）に係る開設準備の状況（カリキュラム、指導員確

保・育成、教材、機材等）の確認。 

②民間連携（コマツ・ダカール）に関する計画（指導員研修、実機実習）。 

③本邦協力リソース・協力内容（専門家、研修、機材供与）の検討。 

・プロジェクト枠組み・実施体制の確認・合意。 
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表－１ 団員分担 

分 野 調査項目 世取山 立花 森田 

活動計画案 

カリキュラム・訓練計画 ◎ ○  

指導員育成 ◎ ○  

官民連携 ◎ ○  

供与資機材 ◎ ○  

本邦リソース投入 

本邦研修 ○ ◎  

専門家派遣（TOR、マッチン

グ） 
○ ◎  

全体計画・調整 
PDM作成 ○ ○ ◎ 

無償資金協力との連携   ◎ 

 

１－４ 調査日程 

現地調査は2011年7月30日から8月14日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 
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１－５ 主要面談者 

（1）技術教育・職業訓練省：Ministère de l'Enseignement Technique et de la Formation Professionnelle

（METFP） 

M. Saliou DIOUF Director of Technical and Vocational Training 

 

（2）セネガル・日本職業訓練センター：CFPT 

Mr.Ousseynou GUEYE Director 

Mr.Balla TIMERA Director of Trainings 

Mr.Massaer KEBE Chief of Works 

Mr.Amadou MBODJI Chief of Div., Informatics’ Industry and Network 

Mr.Elhadji Ismaila NDIAYE Instructor of Electronic div. 

Ms.Khady DIOP Instructor of Electro technic div. 

Mr.Alioune B.DIONE Chief of Div., Auto mechanic 

Mr. Elhadji Malick CISSE Instructor of Auto mechanic 

 

（3）コマツ・ダカール社 

田中 良樹 ダカールKOMATSU所長 

M. Allan Carreos Dakar KOMATSU Service Engineer 

M. Damien VAN MIEGROET BIA General Manager（ベルギー人） 

 

１－６ 団長所感 

本プロジェクトは、2010年に実施した無償資金協力準備調査のなかで確認した技術協力案を基

にデザインしたものであり、CFPTにとって3回目の技術協力プロジェクトとなるものである。 

今回、調査団より説明した重要な点は、①過去2回のプロジェクトとは投入の種類・規模が異なる

こと、及び②重機保守科の支援体制・方法であった。 

    

（1）過去のプロジェクトとは投入の種類・規模が異なること 

過去2回の技術協力プロジェクトは、5年間のプロジェクト期間中に複数名による長期専門

家チーム（業務調整員含む）が常駐し、各学科の「技術移転」を行うという形式であった。

よって、CFPT側にはJICAの技術協力に対して旧来のプロジェクト規模・形式のイメージが強

く残っており、今回のプロジェクトに対しても同様の「技術移転」への期待が高いことがう

かがえた。本調査団では、近年の技術協力プロジェクトの傾向（標準期間は3年間程度、複数

名の専門家の常駐がない場合には業務調整員を配置しない、等）を説明したうえで、今回の

プロジェクトの目的及びCFPTの現有能力に照らした投入規模と構成を考えていることを説明

した。 

まず、プロジェクト期間については、準備に1年、2年制コースの実施で計3年間であるが、

コースを1サイクル実施した後にモニタリング・評価結果をコースの改善に反映させることが

重要であることから、4年間の期間を確保したいと思っているが、4年目の投入規模は少なく

なる可能性があることを説明した。次に、専門家構成についてはCFPTのコース改廃に係る全

体的なマネジメントを支援する専門家をチーフアドバイザーとし、各学科の支援については
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年間1～2カ月程度の短期専門家の派遣を想定していることを説明した。 

 

（2）重機保守科の支援体制・方法 

また、重機保守科の支援体制・方法に関し、日本において同分野の職業訓練は公的機関で

はなくて民間企業が担っており、数少ない公的機関における訓練であっても民間企業から講

師を招いて訓練を実施していることを説明した。よって、今回、重機保守科の短期専門家の

任務は指導員の現有能力を確認したうえで指導員育成計画の作成を支援することであり、民

間企業による技術指導が必要な部分について民間企業との連携を支援することを想定してい

ることを説明した。さらに、想定する民間企業としては、必要となる技術内容の観点から、

メンテナンスの状況が異なる日本よりもセネガルの民間企業が適していると考えていること

を説明した。 

CFPT側は本調査団からの上記の説明内容を了解したうえで、特に重機保守科に関しては民

間企業（本邦、現地にはこだわらず）との連携による指導員育成になるとしてもプロジェク

トで質の管理をしてほしいという点を強く要望していることが明らかとなった。 

    

職業訓練は、わが国においても時代の要請に応じたコースの改廃が常に求められている分

野である。今後実施するプロジェクトにおいては、短期的に2学科の開設・運営を支援するの

みならず、今後、CFPTが時代の要請に応じて自力でコースを改廃していくための広義のマネ

ジメント能力の獲得を中長期的な観点から支援することを念頭に実施することが重要である

と考える。 
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第２章 事業実施の背景 
 

２－１ 建築設備保守科及び重機保守科の新設計画の背景と内容 

先の無償資金協力準備調査にて確認した本事業実施の背景概要は、下記のとおりである。 

 

【建築設備保守科及び重機保守科の新設計画の背景と内容】 

    

CFPTは今後の新たな取り組みとして、「電子科」と「自動車整備科」を発展的に解消させ、

BTS（上級技術者免状）取得コースに「建築設備保守科」と「重機保守科」を新設することを

計画している。その背景と内容は以下のとおりである。 

また、CFPTは、カナダ政府の政府開発援助（ODA）によるカリキュラム開発の支援を、2009

年に受ける予定にしている（建築設備保守科）。これはカナダ政府の支援によってACCC

（Association des Collèges Communautaires du Canada、カナダ・コミュニティ・カレッジ協会）

が行うもので、セネガル内の10の職業訓練機関から1つずつコースを選定して指導を行うもの

である。 

 

（1）建築設備保守科 

【背景】 

ダカールを中心に、ホテル施設、大規模住宅施設、大型オフィスビルの建設が増加している

が、施設の維持・メンテナンス、住宅諸設備（電気、給水、冷房、遠隔監視、CATVなど）の

安定的な提供が課題となっている。 

同時に、このことに対応するために、これまでは一部の従業員を他の領域に配置転換させる

ことで作業分野を拡大してきた。例えば、研修を受けた電工が、冷蔵や情報処理ネットワーク

の技術者も兼ねる場合や、冷蔵技術者が配管工になる場合などがある。このような領域を総合

的に包含し、かつ、認可を受けた職業訓練機関は、セネガル国内には存在しない。 

【内容】 

建造物の保守に関連する暖房、冷蔵、冷房、空調、電気、水やその他の流体、また、警報・

セキュリティ設備、建物内外の通信ネットワークの機材・設備に関して、予防的なメンテナン

スと同時に、故障が起こった際に修理を行い得る人材を育成する。さらに、機材の衛生・セキ

ュリティに関する規則が遵守されているかどうかを監視し、同時に、予算管理やメンテナンス

契約管理に参画し得る人材を育成する。 

 

（2）重機保守科 

【背景】 

セネガル及び周辺諸国の持続的な開発を促進するために必要不可欠な公共事業や農業、鉱山

分野における技術者がセネガル国内に絶対的に不足している状況にかんがみ、重機保守技術者

の育成を促す必要がある。この点に関しては、教育・訓練10カ年計画（Programme décennal de 

l'éducation et de la formation：PDEF）の戦略にも合致するものである。同時に、ユーザー企業の

重機の保守及び修理のコストの削減も必要で、競争力の強化を図るとともに、徹底した機材管

理も重要である。また建築設備保守科と同様に、このような領域を総合的に包含し、かつ、認
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可を受けた職業訓練機関は、セネガル国内には存在しない。 

【内容】 

機械設備（熱エンジン、伝動装置、サスペンション等）、油圧設備（油圧装置、シリンダー、

クラッチ、コンバーター等）、電気・電子設備（バッテリー、発電機、エンジン、センサー等）、

土木工事の機材（水準測量機、タイヤ、キャタピラー装填機、ミキサー、フォークリフト等）

の監視、保守、修理が遂行できる人材を育成する。また、さまざまな装置（油圧ポンプ、噴射

ポンプ、噴射装置、ピストン、軸受、トランスミッション、クラッチ、油圧機器）の解体、管

理、清掃、取替、再組立、調整を行い得る重機保守技術者を育成する。 

 

 

２－２ 建築設備保守科及び重機保守科の卒業生が必要となる背景 

先の無償資金協力準備調査にて下記のとおり確認した。 

 

これらの2つの学科が提供するコースの内容は、2006年にセネガル政府が明示している第2次

貧困削減戦略文書（DSRPⅡ：2006-2010年）に合致している。本文書では、貧困削減のための

優先目標を設定し、①「富の創出」、②「基礎社会サービス」、③「社会保護と災害予防と管理」

及び④「グッドガバナンスと地方開発」を4本の柱としている。特に「富の創出」に対して、

セネガル政府は首相府主導で「経済成長戦略（SCA）」を打ち出し、経済成長を強く志向した

経済開発をめざしている。また、既述したとおり、ワッド大統領はNEPAD案件策定にイニシア

ティブを発揮し、大規模な経済インフラ整備を提唱している。これらの実現のためには、イン

フラ及び建造物の開発が必要である。また、既述した教育省が策定したPDEFでは職業訓練分

野の重点セクターとして①建設業、②食品加工業及び③港湾事業の3つを挙げている。 

今後のセネガルの経済発展プロセスを考える場合、下述するインフラ及び建造物の開発は自

国のみならず西アフリカ諸国の拠点国の立場からも必要不可欠であるところ、これらの学科が

上位計画との整合性も確保されていることともあいまって、これらのコースが提供する人材の

ニーズは高いことが想定される。 

    

また、学科ごとのニーズを検討すると、まず建築設備保守科に関連する建造物として、①商

業施設及び②民間住宅の2つが想定される。セネガルでは民間消費が高い状況で、欧米型の大

規模なスーパーマーケットやショッピング・モールが供用され始めている。また、同国の拠点

性や観光振興の成果ともあいまって、ホテル数も多くなっている。また、同国の経済成長に伴

う自国内の富裕層の増大や欧米諸国等で高等教育を受けて帰国する新富裕層の増加に伴って、

富裕層をターゲットにした住宅建設が活況を呈している。これには、2008年中葉以降の世界的

な経済危機の影響が相対的に軽微であったアフリカ諸国への安定的な投資先としての同国と

しての位置づけとも関連している。 

これらの建造物には電気、冷房、冷蔵、エレベーター等のメンテナンスが必要である。一般

的にはこれらのメンテナンスには保守契約が結んであり、また、例えば野菜や果物、魚の鮮度

を守るために、CASINOスーパーマーケットでは冷蔵に関する保守契約でメンテナンス要員を、

24時間、常駐させる契約を結んでいる。しかし、必要な技術・技能を身につけた人材の不足に

起因する要因によって、セネガルでは、何らかの問題が起こった場合に、すぐに保守要員が駆 
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けつけるというような状況になっておらず、こうした建造物全般のメンテナンスに対応し得る

「広く浅い」知識をもった保守要員のニーズが高い。建築設備保守科では、このようなニーズ

に対応し得る人材の育成を企図している。この人材は、今後、同国でも進むであろうメンテナ

ンス会社の競争激化に伴うサービスの向上にも資し得る人材である。 

    

次に、重機保守科に関しては、その必要性はより明確である。セネガルでは、2008年3月に

OICサミットが開催された。それ以前の多くのインフラ・プロジェクトはその開催に向けたも

のであったが、それ以降、現在は新たなフェーズのインフラ開発が進んでいる。大規模開発プ

ロジェクトには枚挙にいとまがない。特に、Ndiass新空港、新空港へのアクセスのための高速

道路、地方開発を企図した高速道路ネットワーク、工業団地、新空港供用後の旧空港跡地の新

都市開発等のプロジェクトが目白押しである。セネガル道路庁（Agence Autonome des Travaux 

Routiers：AATR）によると、2012年までの道路分野の投資額は約10億ユーロで、この資金調達

は既に終わっているとのことである。また、2012年から2020年までの計画ではおおむね30億ユ

ーロが必要となっている。この間、雇用創出効果は2012年までに約17万5,000人が見込まれてお

り、2020年までにおおむね40万人が雇用される見込みとなっている。また、2008年8月のLe Soleil

誌によると、公共工事を通じたGDPにおける建設分野のGDPは、計画が順調に推移すれは現在

の約6％から2015年には約12％まで伸長するとの見込みを紹介している。また、同紙によれば

現在の公共投資額はおおむね700億CFAフランであるが、2015年には約1,700億CFAフランにな

るとのことである。さらに、民間も含めた投資額は、現在がおおむね1,620億CFAフランである

が、2015年には約6,770億CFAフランになるとの見込みもあり、これによる雇用創出効果は4万

人との試算もある。 

これらの建設を円滑に進めるためには重機のメンテナンスが必要となるが、この分野の専門

家が不足していることから、建設がスケジュールどおりに進まないことが頻発するとのことで

ある。また、このような技術・技能を有するセネガル人が少ないことから、特に欧州からの専

門家を雇用せざるを得ず、同国人はいつまでたっても単純労働に従事せざるを得ない状況にあ

る。当然のことながら、そのような専門家の雇用により、建設コストがかさむことも現実問題

としてあるようである。民間企業との協議では、今回の新設コースの対象セクターに関しては、

これまでこのような分野の人材を育成する機関がセネガル国内になかったことから、民間企業

の側からもニーズが高いとの発言がおおむねの意見であった。 

 

２－３ BTI（技術者免状）取得コースの電子科及び自動車整備科の発展的解消 

同様に、先の無償資金協力準備調査にて下記のとおり確認した。 

 

【BTIコースの電子科及び自動車整備科の発展的解消】 

CFPTでは、新規2学科の新設とともに、BTI（技術者免状）取得コースの電子科及び自動車

整備科の発展的な解消が考えられている。もとより電子科は主に一般家電の修理を行い得る人

材を育成することを目的としているが、これらの家電は壊れにくくなっており、また、低価格

化ともあいまって、故障した際には買い換えが常態化しており、修理に対するニーズは漸減し

ている。 

また自動車の整備は、メーカーによる技術者の養成が進んでいるとともに、自動車の電子化
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が進んで一般的な修理技術では通用しなくなってきている。 

これら背景を踏まえ、セネガル国内のみならず周辺諸国での建築設備保守、及び重機保守の

2学科が養成し得る新たな人材の必要性にかんがみ、2つの新たなコースの新設が計画されてい

る。 

なお、これら2つの学科では、複数の教員が近々に定年退職を迎えることとなっている。 

 

２－４ これまでのわが国のCFPT支援 

これまでのわが国のCFPT支援実績は下記のとおりである。 

    

1982～1984年： 「職業訓練センター建設計画」（無償資金協力、20.0億円） 

訓練施設の建設及び訓練機材の供与 

1984～1991年： 「日本・セネガル職業訓練センター」（技術協力） 

BTI（技術者免状）取得コース開設 

技術指導、カリキュラム作成等の支援。協力対象は電子・電気・機械・自動車整

備・家電修理の5分野 

1995年： 「日本・セネガル職業訓練センター・アフターケア協力」（技術協力） 

1999～2004年： 「セネガル職業訓練センター拡充計画」（技術協力） 

BTS（上級技術者免状）向け 工業情報技術科、制御機材科の開設支援 

1999～2008年： 「アフリカ諸国職業訓練コース（フェーズI、II）」（第三国研修） 

西アフリカ諸国の職業訓練指導者向け研修（電気技術･電子工学・機械工学・情

報処理・制御技術）対象国：ベナン、ブルキナファソ、中央アフリカ、コートジ

ボワール、ガボン、ギニア、マリ、モーリタニア、ニジェール、トーゴ及びセネ

ガル（計11カ国） 

2003年： 「職業訓練センター拡充計画」（無償資金協力、7.59億円） 

BTS上級技術者免状取得コース拡充（工業情報技術科、電子制御技術科、機械制

御技術科）のための訓練施設拡充及び機材供与 

2005～2007年： 「訓練指導・コース設定」（個別専門家） 

2006年： 「起業家育成支援」（技術協力） 

2007年： 「TIG/MIG溶接」（個別専門家） 

2006～2008年： 「職業訓練指導者養成（電子機械、自動車機械、電子工学）」 

（マリ第三国専門家） 

2009～2013年： 「アフリカ諸国向け職業訓練コース（フェーズⅢ）」（第三国研修） 

西アフリカ諸国の職業訓練指導者向け研修（電気技術･電子工学・機械工学・情

報処理・制御技術） 

2010年～： 「セネガル国職業訓練機能強化計画」（無償資金協力） 

（予定） 

2011年～2015年：「セネガル・日本職業訓練センター機能強化プロジェクト」（技術協力） 
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第３章 新設学科の準備状況 
 

2010年4月～12月に実施した「セネガル国職業訓練機能強化計画準備調査」（新設2学科開設に向

けた施設・機材等のハード面整備のための無償資金協力の計画策定のために実施した調査）にて

確認された、本プロジェクトで対象とする新設2学科にかかる調査結果概要は下記のとおりである。

同調査は無償資金協力と技術協力の連携を前提に本技術協力プロジェクトの実施を想定して実施

したものである。 

本調査は同調査結果に基づき、さらに詳細についての確認を行った。 

 

３－１ 建築設備保守科 

（1）「セネガル国職業訓練機能強化計画準備調査報告書（2010.12）」調査結果 

 

【「セネガル国職業訓練機能強化計画準備調査報告書（2010.12）」より抜粋】 

 

＜新学科設立ニーズの背景＞ 

セネガル国内では、近年のダカール市内及び近郊を中心にホテル、大規模住宅、大型オフィ

スビルの建設が増加しており、施設の維持・保守管理に多くの解決すべき課題が発生してきて

いる。現在これらの問題を解消するために、既存保守要員の作業分野拡大で対応しているが、

現在の施設設備には応えられない状況となってきている。また、主に欧州から派遣された技術

者を雇用している場合もあるが、高額なコスト負担が課題となっている。 

 

＜カリキュラム＞ 

施設設備の保守に必要な機材・技能の範囲は冷房（空調）、冷蔵・空調、給排水、給湯、セ

キュリティ設備、警報設備、通信設備、防災設備等である。一般保守要員の業務は故障診断か

ら修理作業までの能力が求められる。修理業務には故障原因の究明、判断、設計図や図面を読

解し、故障した機材の修理、部品の交換、部品の管理能力が必要となる。 

上記保守要員はさらに故障予防に係るメンテナンス能力が求められる。このことから、数学

等の普通学科の他、電気・電子、冷房等の熱力学、配管、自家発電用ディーゼルエンジン等を

包含する人材の育成が必要となる。 

建築設備保守科のカリキュラムにおける時間配分は、一般教養20％、電気工学30％、遠隔情

報管理12％、冷房空調30％、衛生設備5％、職場環境3％となっており、保守作業に必要とする

科目に適切な時間が配分されている。一般教養を除く科目内容において、総時間数の40％を学

科とし、60％を実習課題としている。日本国内での高卒後2年間コースのカリキュラム（職業

能力開発促進法施行規則）もほぼ同様に、学科が41.2％、実技は58.8％であることから、CFPT

が策定しているカリキュラムは均衡のとれたものと判断する。 
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（2）本調査で確認した事項 

1）カリキュラムの開発状況 

カナダのコミュニティカレッジを通じて「Competency Based Training：CBT1に基づくカリ

キュラム策定手法」の支援を受けているが、実際のカリキュラム案は、前提となる策定方

法を踏まえてCFPT自身が策定したものであり、技術教育・職業訓練省の承認を得ようとし

ている段階である。先の無償資金協力案件にかかる協力準備調査でも「（CBT導入によって

も）教える内容は変わらないので必要機材は変わらない。」というのがCFPTの一貫した姿勢

であった。 

本調査においても、「カリキュラム開発に係るカナダの支援は、カリキュラム策定の手順

であって、カリキュラムそのものではない」とCFPT側の見解が一貫していることが確認で

きた。CFPTの成熟度、姿勢、提案されているカリキュラムの構成からみて、カナダ型CBT

によってこれまでのCFPTで培われた基盤そのものが影響される懸念は少ない。これまでの

日本の協力の延長線上での支援に影響ないものと思われる。 

本調査時点で既にシラバス及びレッスンプランの枠組みができており、カリキュラムの

準備はできている状態であることが確認できた。これは日本の訓練校で使用しているもの

と比べても問題のない内容である。 

一般的に建築設備保守科は、限定された範囲でのものづくりを主とする他学科に比べて

「広く浅く」知識を備えて網羅することが求められる学科であり、そのためにはテキスト

が重要になる。現在、テキストの作成スケジュールは不明であり、本プロジェクトではこ

れから着手するテキストの作成支援も留意事項である。 

 

2）指導員育成計画 

建築設備保守科の指導員配置計画は表－２のとおり。 

 

表－２ 建築設備保守科の指導員配置計画 

氏 名 タイトル 現状/今後の予定 
Mme Khady DIOP PEM 現在、電気工学科指導員。2011年10月に職

種転換予定。勤続3年。31歳。 
Mr.Cheikh FALL PEM 

 
現在、自動制御科指導員。2011年10月に職
種転換予定。勤続3年。26歳。 

Mr. Mahi WONE PES 現在、電気工学科指導員。2011年10月に職
種転換予定。勤続21年。50歳。 

Mr.El Hadgi Ismaila NDIAYE PES 現在、電子科指導員。2011年10月に職種転
換予定。勤続3年。28歳。 

PES：Professeur d'Enseignement Secondaire（高等学校卒業後に6年以上の大学教育を修了した者） 
PEM：Professeur d'Enseignement Moyen（高等学校卒業後に4年以上の大学教育を修了した者） 

                                                        
1 CBTアプローチとは産業界が主体となり訓練参加者が習得すべき職務遂行能力や技術標準を可能な限り具体的に設定し、それ

らに国家が認証を与え、国家より公認を受けた訓練機関がこれらの基準に基づいてできるだけ実践的な方法によって訓練を行

うという制度（「Competency Based Trainingカリキュラムの開発と実施に向けた導入プログラム」、JICA、2010年）。職務遂行能

力が産業界によって明確に定義されているため、雇用市場における汎用性や雇用への直結という点でのメリットが期待されて

いる。他方、デメリットとしては職務遂行能力が個別に分断されているために仕事と仕事の間の関連性や仕事のパフォーマン

スの根底をなす性格・意欲等が無視されている、統合性を欠いた職業分析のおそれがある、柔軟性や問題解決能力を要する高

度な技能をもつ創造的な人材の育成には不向きである、等の指摘がある。多くの国ではこれらを踏まえてCBTの理念にねざし

た職業訓練制度に向けて微調整を続けている。 
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指導員の採用は、技術教育・職業訓練省によって募集が行われる仕組みであり、職業訓練

指導員校（Teacher Training School for Vocational Training）の卒業生もしくは、他の訓練施設

の指導員のいずれかから採用されることになる。建築設備保守科に係る今後の指導員採用

計画は表－３のとおりである。 

 

表－３ 今後の指導員採用計画 

時 期 採用予定人数 

2011年10月 1名以上 

2012年7月 1名以上 

2013年7月 1名以上 

 

建築設備保守科の指導員に必要とされる技術分野は①「電気」、②「冷凍空調」、③「給

排水」の3分野で構成される。建築設備保守科に配置予定の指導員2名（Mme Khady DIOP及

びMr.El Hadgi Ismaila NDIAYE）に聞き取り調査を行った結果は表－４のとおり。 

 

表－４ 建築設備保守科に配置予定の指導員2名の現有技術レベル調査結果 

技術分野 現在の指導員の技術レベル 

①「電気」 十分 

②「冷凍空調」 「冷凍」の基本はできているが、「空調」は不十分 

③「給排水」 不十分 

 

上記聞き取り調査を踏まえると、建築設備保守科の指導員に必要とされる技術のうち、

既に有している技術は全体の約4割であり、約6割が不十分な状態であるといえる。上記2名

によれば、今後、同科のカリキュラム開発を支援したカナダのコミュニティカレッジによ

るカナダでの技術研修も予定されているとのことである。 

本プロジェクトではまず、不十分であることが明らかとなった「空調」と「給排水」に

焦点をあて、さらにそのなかでも同科の指導員達が指導可能な部分と不可能な部分を明確

に特定し、本邦研修と短期専門家派遣（「冷凍空調」と「給排水」の各1名）を組み合わせ

て指導員育成を支援していくこととする。 

 

3）訓練機材 

訓練項目ごとに必要な機材の有無（調達計画も含めて）を確認した。今後、追加が必要

と思われる機材は下記の3アイテムである。これらについては、今後のカリキュラム開発及

び指導員育成（本邦研修及び短期専門家派遣）を通じて調達の必要性、調達方法・スケジ

ュールを検討していくこととする。 
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表－５ 今後、追加を検討する機材（建築設備保守科） 

機材名 機材情報 

Sanitation and Dranation Unit 

（Code：MIB-HD-201 Basic Principle 

in Hydrodynamicsで使用する機材） 

・日本では給排水実習に有効であると好評の実習機材。資材

を現地調達して訓練校で組み立てることにより自作可能。

・まず本邦研修の時に日本の訓練校での使用状況を経験し、短

期専門家派遣の際に現地でこの実習機材一式を作成するこ

とも一案。 

Absorption Refrigeration machine（吸

収式冷凍器） 

（Code：MIB-FC-102 Basic Principles 

of refrigeration and air conditioning 

installationsで使用する機材） 

・日本の大規模なビルでは一般的であり、セネガルでも一部

導入されている。近いうちにセネガルでも一般化されるこ

とが想定される。 

・参考銘柄：仏メーカーCIAT 約300万円 

Access Control System 

（中央監視システム） 

Code：MIB-TI-204 Optimization of 

telecomputing systemsで使用する機

材 

・モニター等情報機器の組み立てによる一式であり、現地調

達可能。 

・基本的な機材の組み合わせであり、本システムに係る特別

の研修は不要。 

・参考銘柄：アズビル株式会社（旧：株式会社山武）の建物

管理システムsavic、約300万円相当。 

 

３－２ 重機保守科 

（1）「セネガル国職業訓練機能強化計画準備調査報告書（2010.12）」調査結果 

 

【「セネガル国職業訓練機能強化計画準備調査報告書（2010.12）」より抜粋】 

＜新学科設立ニーズの背景＞ 

セネガル国内では新たなフェーズのインフラ開発が進んでおり、新空港への高速道路建設、

地方開発推進のための高速道路ネットワーク整備、新設鉱業団地開発等が進められている。こ

れら事業の円滑化には、重機の保守が可能な技能者・技術者を必要とするが、この分野の人材

が大幅に不足しているのが現状である。また、セネガル国内の技術教育・職業訓練施設には、

重機保守科に該当する科は存在せず、CFPTでの新規開設に多くの期待が寄せられている。 

＜カリキュラム＞ 

重機保全にかかる業務は、故障診断から修理までと予備保全と定期点検に大別できるが、

CFPTはこれら双方をカバーできる人材の育成を目標とし、カリキュラムを作成している。カリ

キュラムには一般教科として、他科同様に数学、英語、情報処理等が含まれている。電気・電

子は回路、始動システム、負荷システム等を習得し、電子の基礎としてダイオード、トランジ

スタ、集積回路を習得するものとしている。機械分野では力学、ベクトル、モーメント等の平

面力学及び運動力学も基礎学習に含めている。機械の構造（メカニック）では製図、機械の要

素部品として重機の軸受けである各種ベアリング、潤滑機構等も重要な要素としている。 

重機保守科のカリキュラムにおける時間配分は、一般教養25％、電気11％、油・空圧7％、

機械54％、職場環境2％となっており、建築設備保守科同様に一般教養を除く科目内容におい

て、総時間数の40％を学科とし、60％を実技としている。実習に重きを置いたカリキュラムは、

即戦力となる人材育成を目指したものであり、日本の基準にも合致した理想の配分であると判

断する。 



 

－13－ 

（2）本調査で確認した事項 

1）カリキュラムの開発状況 

重機保守科のカリキュラムについても、建築設備保守科と同様にCBTに基づき作成する予

定である。しかしながら、重機保守科のカリキュラム開発は未着手であり、直接カナダの

支援を受けて準備を先行させてきた建築設備保守科に比べて遅れをとっている状況である。

当該科に配属予定の2名の指導員の説明によれば、2011年11月に当該科にかかわるCBT短期

専門家がセネガル政府によって配置される予定であり、その派遣時期に合わせて本格的な

カリキュラム作成作業に着手予定である。 

本調査団からは、セネガル側で投入予定のCBT短期専門家が配置される前に、あらかじめ

CFPT側でCBTに基づくカリキュラム及びシラバスの案を作成し、同短期専門家が派遣され

た時に、その案について説明したうえで指導を受けることが望ましいと助言した。日本側

の支援方針としては、セネガル側で投入予定のCBT短期専門家を中心に2011年末までにカリ

キュラム開発を進捗させることを前提として、重機保守分野の日本人短期専門家の初回派

遣時期を2012年1月以降にするのが適当であるというのが、本調査団帰国後の日本側関係者

の合意事項である。 

また、既に提出されている「Training CourseのSchedule」と「Detailed Program」について、

内容及び時間構成について事前に調査団にてリストアップした不明確な事項についてCFPT

側と協議し、欠落や記載ミスを修正した最新版について確認した。 

カリキュラム策定方針について訓練項目に沿って確認した結果は表－６のとおり。 

 

表－６ 重機保守科におけるカリキュラム策定方針 

訓練項目 CFPT側のカリキュラム策定方針（ヒアリング結果） 

機械工作（パイプ作業、ねじ

立て作業、ボルトナット締結

作業） 

時間数は未定だが、含める。 

電気工作（結線作業、端末処

理、はんだ付け作業） 

時間数は未定だが、含める。 

 

整備作業機器取扱実習 時間数は未定だが、含める。 

計測器と試験器の取扱実習 時間数は未定だが、含める。 

非破壊検査実習（浸透探傷法、

AE、振動解析法） 

含めない。機器がない。 

潤滑油分析実習 含めない。機器が高価なので、企業実習で実施したい。 

定期検査実習（2種類） 

＊動作確認検査実習 

＊機能確認検査実習 

時間数は未定だが、カリキュラム作成の段階で取り入れる予定。 

整備・修理完成検査実習 時間数は未定だが、カリキュラムの中に取り入れた。 

インターンシップ 含める予定。期間は約1カ月を予定している。 

修了試験：5日間、筆記試験2

時間、実技試験1時間（10分×

7問「口頭試問含む」） 

含める。各SemesterごとにEvaluationを実施する（筆記と実技の割

合は未定だが、1週間を予定している）。 

また、第4Semesterの最後に、Examinationを実施する。筆記と実技

を2週間で実施予定である。 
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2）指導員育成計画 

現行の自動車学科の指導員体制及び今後の自動車整備科から重機保守科への職種転換の

予定は表－７のとおり。 

 

表－７ 現行の自動車学科の指導員体制 

氏 名 タイトル 現状/今後の予定 

Alioune Badara DIONE PES 2011年10月に重機保守科へ転科予定 

（56歳。勤続22年） 

El.Mansour DIAGNE PETP 2012年に定年退職予定（60歳定年） 

Abou TALL PEM 自動車整備科廃止後については未定 

Momar COBAR PEM 自動車整備科廃止後については未定 

Mr. El Hadj Malick CISSE PEM 2010年に採用。重機保守科へ転科予定（27歳。

勤続1年） 
PES：Professeur d'Enseignement Secondaire（高等学校卒業後に6年以上の大学教育を修了した者） 

PEM：Professeur d'Enseignement Moyen（高等学校卒業後に4年以上の大学教育を修了した者） 

PETP：Professeurs d'Enseignement Technique et Professionnel（高等学校卒業後に2年以上の大学教育を修了した者） 

 

指導員の採用は、技術教育・職業訓練省によって募集が行われる仕組みであり、職業訓

練指導員校（Teacher Training School for Vocational Training）の卒業生もしくは、他の訓練施

設の指導員のいずれかから採用されることになる。重機保守科に係る今後の指導員採用計

画は表－８のとおりである。 

 

表－８ 今後の指導員採用計画 

時 期 採用予定人数 

2011年10月 2名 

2012年1月 2名 

2013年7月 2名 

 

2011年10月に2名の指導員が配置されることになっているが、これらの指導員がカリキュ

ラムの中のどの分野を担当できて、かつそれらをどの程度の深みをもって担当できるのか

を見極めないと、指導員研修の計画を作成することは難しいと思われる。 

また、上記の指導員の配置・採用計画表によると、2012年1月に2名が採用されることに

なっているので、2011年10月に配置予定の2名を入れた計4名の指導員の専門性を調査して

カリキュラムを実施するために必要な研修内容を整理しなければならない。そのうえで指

導員研修計画を作成する必要がある。なお、重機保守科は次項のとおりコマツ・ダカール

社との連携による指導員育成を計画するものとする。 

本調査でのCFPTとの協議においては、コマツ・ダカール・トレーニングセンターでの現

地研修に加えてCFPTから本邦研修について強い要望があった。本調査団からは、「最も重要

なのは研修の実施場所ではなく研修内容・質であり、研修の実施地も含めてCFPTの指導員

育成にとって必要かつ最適かつ実現可能な方法を本プロジェクトでは提案したい。」と回答

し、了解を得た。 

また、日本側ではJICA横浜既設の課題別研修「建築機械整備コース」について、本プロ
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ジェクトの指導員育成に活用の価値があると考えていたが、CFPT側は、同コースは行政官

向けの研修内容となっており実習が少ないという点を理由にオーダーメイドの本邦研修を

強く希望していた背景がある。しかしながら本邦での重機保守分野の研修機会が極めて限

定的である状況を踏まえると、CFPTが引き続きコマツ・ダカール・トレーニングセンター

での現地研修に加えて本邦研修を希望するのであれば、本コースへの参加促進も一案であ

ると考える。 

 

3）訓練機材 

一般自動車程度の自動車整備関係用工具・設備は既存の自動車整備学科から引き継ぐこ

とになっており、また新たに必要となる機材については無償資金協力案件にて計画済みで

あることを確認した。 

 

4）民間連携 

本プロジェクト開始の検討段階において繰り返し課題として議論してきたとおり、日本

における重機保守分野は各重機メーカーがおのおのの研修施設で独自に保守・整備技術者

を養成している分野であり、公的な訓練センターにおける重機保守分野の訓練は一般的で

ない。まれに公的職業訓練センターで重機保守にかかる訓練を実施している場合であって

も講師は民間企業から派遣されているのが現状である。よって、重機保守科については日

本側の公的リソースを前提としたプロジェクトの形成は不可能であり、民間企業との連携

が不可欠であることを前提として本プロジェクトを検討してきた経緯がある。 

    

ダカールにあるコマツ社は、代理店のBIA社（鉱山での採鉱に使用される重機の販売及び

アフターサービス事業を展開しているベルギーの企業）と共同で2010年からコマツ・ダカ

ール・トレーニングセンター（KOMATSU DAKAR TRAINING CENTER KDTC）及びKDSSC

（Komatsu Dakar Service Support Center）をスタートしている。上記センターのような重機

保守に係る技術訓練機能を有する建設機械業者は他に存在しないことから、CFPTのゲイ校

長は、重機保守科開設の検討段階からCFPT卒業生の就職実績もあるコマツ社を相談に訪れ

ており、また上記トレーニングセンターの開所式には日本国大使館、JICA事務所とともに

CFPT校長も出席するなど、連携の基盤が築かれてきた。同社は建設機械分野での唯一の本

邦進出企業であることから、ODA事業における民間連携の推進という日本国政府の方針も

踏まえ、調査の節目節目でJICA調査団が同センターを訪問し、連携に係る意見交換を重ね

てきた。 

2010年の無償資金協力準備調査の際には、官団員がコマツ社を訪問し、無償資金協力の

調査を実施していることを伝えるともに、無償資金協力に続いて開始する技術協力プロジ

ェクトにおける連携についても打合せを行い、コマツ社とJICA技術協力プロジェクトで前

向きに検討を進めていくことを確認した。 

その際の打合せ概要は下記のとおり。 
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【2010年5月、無償資金協力準備調査の際の官団員によるコマツ社訪問概要】 

 

＜出席者＞ 

コマツ・ダカール社：佐藤駐在員 

JICA調査団：人間開発部高等技術教育課 小西課長、森田職員 

 

＜内容＞ 

佐藤駐在員より、コマツと代理店のBIA社が共同で実施している重機保守管理の社内研修の

概要説明の他、下記についての情報を受けた。 

 

①コマツ訓練センター 

・コマツの代理店であるBIA社が西アフリカ地域数カ国の代理店における製品維持管理サービ

スの向上を目的とした社内研修として、各代理店から1回6名を対象に9カ月間（座学3カ月、

OJT6カ月）訓練している。 

・訓練コースはメンテナンス担当者対象と、サービスフロント（メンテナンス担当とマネジャ

ーの間の中間取りまとめ役に相当）対象の2種類。 

・講師は3名（カナダ人2名、フランス人1名）の他、スーパーバイザーの日本人1名 

②CFPTとコマツ訓練センターとの連携の可能性 

・CFPTの訓練生によるコマツ訓練センターの見学受け入れ等は可能であろう。また、指導員同

士の交流も検討している。加えて、CFPT卒業生のコマツ/代理店への就職ニーズも高いとの

コメントがあった。 

・他方、コマツ側にとってCFPT重機保守科との連携で考えられるメリットは何かとの問いに対

しては、コマツの訓練生がCFPTで実機を操作する機会が得られるならばとても有意義である

と思う、との回答があった。コマツの訓練センター内に重機操作のスペースがないことや、

セネガル国内で流通している重機には訓練に適した小型タイプが少ないことから、自社製品

の中古品を訓練での操作用に配備するといったことができずに実機での実習ができない、と

いう背景について説明があった。 

 

本調査では、訓練を専門とする団員2名及びCFPT指導員３名がコマツ・ダカール・トレー

ニングセンターを訪問し、指導員研修における連携について協議を行った。その結果、コ

マツ・ダカール・トレーニングセンター及び日本でも、CFPTの指導員研修を支援すること

が可能であること、またコマツ・ダカールではいつでも具体的な相談に応じることが可能

との、非常に協力的かつ前向きな回答を受けることができた。また、連携全般についての

具体的な進め方はまず東京のコマツ社とJICA本部にて行うことを確認した。 

本調査を通じて、コマツ・ダカール・トレーニングセンターにおける研修内容は非常に

質が高く充実した内容となっていることが技術的に確認された。よって、同センターの協

力を得られる限り、現地研修が最適かつ十分な方法であり、技術的な観点からは本邦にお

ける研修の必要性は少ないと思われる。 

    

その後の対応検討としては、本調査後（2011年9月）に、厚生労働省及びJICAにて東京の
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コマツ社を訪問し、本技術協力プロジェクト概要及び重機保守科指導員育成計画を説明す

るとともに、コマツ・ダカール・トレーニングセンターでのセネガル人指導員の研修受入

れについての相談を行った。 

コマツ社は、過去にスリランカ、エジプトでの建設機械のJICA技術協力プロジェクトへ

の協力実績を有し、また、現在でもJICA課題別研修の建設機械メーカー部分の協力企業の1

つであり、JICA事業についても本連携を進めるに十分な理解を示されていることを改めて

確認することができた。 

また、「セネガルCFPTについては、ゲイ校長から新学科開設について何度か相談を受けて

おり、コマツ・ダカール・トレーニングセンターの開所式には同校長に出席いただくなど、

関係を構築してきている。将来的にCFPTの卒業生がコマツ社で働く可能性も考慮し、弊社

にとってもメリットがある話であると考え、積極的に考えたい」と前向きな回答をいただ

くことができた。 

本打合せを出発点として今後、具体的な連携について検討を進めていくこととする。打

合せの結果概要は下記のとおり。 

 

2011年9月 東京のコマツ社と厚生労働省・JICAとの打合せ結果 

【コマツ・ダカール・トレーニングセンターでの指導員研修受入れについて】 

    

・時期：2012年4月以降を希望（年度内はカリキュラム整備に充当予定） 

・期間：全研修期間9カ月：（1カ月の研修（座学）＋2カ月のOJT）×3回 

ダカールで行う座学部分はCFPTからの参加が可能であるが、座学後の客先で行うOJT

では受入不可（1泊2日での見学程度なら検討の可能性あり）。 

・方法：1回につき1～2名をめどに順番に受講するのが受入れ側にとってもCFPT側にとっても

適当。 

・費用：コマツと現地代理店のBIA社との費用分担により実施している研修のため、BIAと協

議のうえ、検討。 
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第４章 プロジェクトの基本計画 
 

４－１ プロジェクトの基本方針 

本プロジェクトでは、CFPTにおいて建築設備保守及び重機保守分野の上級技術者免状（BTS）

取得コースが運営されることを目標とする。過去2回実施したプロジェクトのように学科に特化し

た技術分野の支援を中心とするのではなく、本プロジェクトではプロジェクト目標及びCFPTの現

有能力に照らした投入規模及び構成とし、具体的には訓練計画の策定支援及び産業界との連携関

係構築を目的としたCFPTのマネジメント強化支援を中心とし、2学科にかかる特定技術については

ニーズを見極めながら必要部分に限定した支援とする。 

また、本プロジェクトにおいては、短期的にCFPTが2学科の開設・運営を支援するのみならず、

今後、CFPTが時代の要請に応じて自力でコースを改廃していくための広義のマネジメント能力の

獲得を中長期的な観点から支援することを念頭に実施する。 

 

４－２ 協力内容 

（1）プロジェクト名称 

和文：セネガル・日本職業訓練センター機能強化プロジェクト 

英文：The Project for Reinforcement of CFPT Senegal-Japan 

仏文：Le Projet de Renforcement du Centre de Formation Professionnelle et Technique Sénégal - 

Japon 

 

（2）協力期間 

2011年10月から4年間 

・第1年次：新コース開設準備 

・第2年次～第3年次：2年制コース実施（コースを1サイクル実施する） 

・第4年次：コースの改善のためのモニタリング・評価結果反映（投入は前年度までに比し

て少規模となる可能性につきセネガル側と合意済。） 

 

（3）相手側実施機関 

セネガル・日本職業訓練センター（CFPT） 

 

（4）プロジェクトサイト 

セネガル・日本職業訓練センター（CFPT） 

※重機保守科の指導員育成に関しては、一部コマツ・ダカール社との連携にてコマツ・ダ

カール・トレーニングセンターにて実施する予定。 

 

（5）上位目標 

CFPTが労働需要に対応した新コースを開設できるマネジメント及び訓練機能を獲得する。 

 

（6）プロジェクト目標 

CFPTにおいて建築設備保守及び重機保守分野のBTS（上級技術者免状）取得コースが運営
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される。 

 

（7）成果及び主な活動 

成果1．訓練プログラム、教材及び実習室が確立される。 

＜主な活動＞ 

1-1 訓練プログラム及び教材が作成される。 

1-2 各コースの実習室が整備される。 

1-3 時間割付の訓練計画が作成される。 

1-4 コースが実施される。 

1-5 コースのモニタリング及び評価が行われる。 

1-6 モニタリング及び評価に基づき訓練プログラム及び教材が修正される。 

 

成果2．新学科の指導員が育成される。 

＜主な活動＞ 

2-1 指導員育成計画が策定される。 

2-2 指導員研修が実施される。 

2-3 指導員の能力についてのモニタリング及び評価が行われる。 

 

成果3．労働需要把握と就業支援のための産業界との連携が構築される。 

＜主な活動＞ 

3-1 両コースに係る産業界との技術委員会を設置し、継続的なコミュニケーションを図る。 

3-2 産業界のニーズ確認及びインパクト評価（追跡調査）を行う。 

 

４－３ 投入計画 

（1）日本側投入 

2億円以下の小規模案件となる予定（事業事前評価表なし）である。2億円以下の小規模案

件の場合、評価・モニタリングについては中間レビュー調査はなく終了時評価のみとなるが、

進捗に応じて通常中間レビュー調査を実施するプロジェクト半ばのタイミングで運営指導調

査を実施することを検討することも一案と考える。 

 

1）専門家派遣 

・チーフアドバイザー/職業訓練マネジメント（長期） 

チーフアドバイザー専門家を中心とした活動として3年間は長期専門家の現地滞在を

想定し、最終年となる4年目はスポット型の配置等、状況をみて検討する。またチーフア

ドバイザーは訓練計画の策定支援及び産業界との連携関係構築を目的としたCFPTのマネ

ジメント強化支援型のTORとする。2学科にかかる特定技術についてはニーズを見極めた

うえで短期専門家派遣によって支援する。 

・建築設備保守（短期） 

「冷凍空調」と「給排水」の各1名について1～2カ月の短期間をめどに1回/年の派遣を

計画する。 
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・重機保守（短期） 

2011年度内の活動としては、CFPTにてまずカリキュラム検討を進めてもらい、CFPTの

重機保守科指導員2名が2012年1月以降に配置予定のため、この時期を見込んで重機保守

にかかる短期専門家を派遣する。 

 

2）研修 

・本邦研修 

冷凍空調科の指導員育成に係る本邦研修を計画する。 

・現地研修 

コマツ・ダカール・トレーニングセンターでの現地研修を計画する。 

 

3）機材 

新2学科開設に必要な機材は、基本的には無償資金協力案件でカバーされることが原則に

なるため、プロジェクト開始時点で具体的に想定される機材はないが、今後の開設準備の

進捗（カリキュラム開発、指導員育成等）に応じた見直しにより、追加的等機材が必要に

なる可能性がある。 

進捗に応じて、無償資金協力に含まれておらず、かつセネガル側予算でも対応困難であ

り、本プロジェクトにて調達することが適当と判断される機材が挙げられた場合には、柔

軟に検討することとする。 

 

4）在外事業強化費 

長期専門家用に通訳兼アシスタント傭上、車両（レンタカー）費を計画する。 

 

（2）セネガル側投入 

1）カウンターパートの配置 

・プロジェクト・ダイレクター 

・プロジェクト・マネジャー 

・カウンターパート 

 

2）施設・機材 

・プロジェクト実施に必要な執務室及び施設設備の提供 

 

3）プロジェクトにかかわる現地経費 

・訓練実施経費の一部 

・機材維持管理費 

・カウンターパートの給与 

 

４－４ プロジェクト実施体制 

本案件の実施体制に関しては、プロジェクト・ダイレクターとして技術教育・職業訓練省の局

長がその実施に関する責任を負うとし、プロジェクト・マネジャーにCFPT校長を任命し、事務方
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の長としての役割を担う。 

また、同時に、プロジェクト全体に関する議論、情報共有を行うことを目的として、関係機関、

民間セクターなどをメンバーとした合同調整委員会（JCC）を設置する。 

 

４－５ 5項目評価 

（1）妥当性：高い 

1）政策・国家開発計画との整合性 

セネガル政府は、持続的な経済成長を達成するとともに、今後の急激な人口増加、なか

んずく、就労人口の増加に対応するために、現行の「第2次貧困削減戦略文書」（Document de 

Stratégie pour la Réduction de la Pauvreté：DRSP II）（英文ではPoverty Reduction Strategy 

Paper：PRSP-II）（2006年9月）で雇用創出の観点からの重要性にかんがみてTVET（技術教

育・職業訓練）分野の強化をとらえ、また、その具体的な内容を「教育・訓練10カ年計画」

（Programme Décennal de l'Education et de la Formation：PDEF）（英文ではTen-Year Education 

and Training Program）で規定している。 

2）案件の適切性 

セネガル政府は、経済成長の促進力となるべき民間セクターを担う人材育成が喫緊の課

題であるとの認識の下、技術教育・職業訓練の改革・強化に取り組んでいる。初等教育修

了後の方向性として技術教育・職業訓練を受けることが労働市場へのアクセスを容易にす

る選択肢となり、教育を受けることに対する動機を高めることにつながること、及び、労

働市場、民間セクターのニーズに適合する人材を育成することが重要な課題となっている。 

3）協力対象選定の適切性 

CFPTは全学生の10％程度にあたる留学生を周辺国から毎年受け入れるとともに、1999年

から現在まで仏語圏中西部アフリカ諸国に対する第三国研修を実施しており、名実ともに

仏語圏中西部アフリカを代表する職業訓練機関として成長するとともに、セネガルにおけ

るわが国の協力の象徴として位置づけられている。 

4）対セネガル協力重点分野との整合性 

わが国はTICAD Vに向け、アフリカ地域における職業訓練の仏語圏拠点であるCFPTに対

し戦略的な協力を展開していくこととしている。 

 

（2）有効性：高い 

本プロジェクトの目標はCFPTにて建築設備保守及び重機保守分野のBTS（上級技術者免状）

取得コースが運営されることであり、これに向けて以下の成果の発現をめざす。 

・訓練プログラム、教材及び実習室が確立される。 

・新学科の指導員が育成される。 

・労働需要把握と就業支援のための産業界との連携が構築される。 

    

現在CFPTでは新設2学科のハード・ソフト両面ともに準備中であり、本プロジェクトを通じ

て無償資金協力や民間企業との連携を図りながら開設準備を進めることにより、新設2学科の

効果的な運営を実施することが期待できる。したがって、本プロジェクトには高い有効性が

認められる。 
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（3）効率性：高い 

本プロジェクトはこれまでに長く実施してきたわが国のCFPTへの支援を基に形成された案

件である。これまでに育成された指導員や訓練校マネジメント能力を踏まえ、チーフアドバ

イザー専門家を中心とした活動として①3年間は長期専門家の現地滞在を想定し、最終年とな

る4年目はスポット型の配置等、状況をみて検討する、②2学科に係る特定技術についてはニ

ーズを見極めたうえで短期専門家派遣によって支援する、といった効率的な投入計画となっ

ている。 

また、重機保守分野の指導員育成については現地日本企業との連携による現地研修を検討

するなど、民間企業が有するノウハウを活用する計画であり、効率的である。 

 

（4）インパクト：高い 

1）上位目標の達成可能性 

前述のとおり、CFPTは名実ともに仏語圏中西部アフリカを代表する職業訓練機関であり、

かつセネガルにおけるわが国の協力の象徴として位置づけられている訓練校である。本プ

ロジェクトで労働市場、民間セクターのニーズに適合する人材を育成するための新学科開

設・運営を支援することにより上位目標（「CFPTが労働需要に対応した新コースを開設でき

るマネジメント及び訓練機能を獲得する。」）が達成される見込みは高い。 

2）裨益対象の規模 

前述のとおり、CFPTでは全学生の10％程度にあたる留学生を周辺国から毎年受け入れる

とともに、1999年から現在まで仏語圏中西部アフリカ諸国に対する第三国研修を実施して

いることから、セネガル国内のみならず広く仏語圏アフリカにおいて本プロジェクトの効

果が発現することが見込まれる。 

 

（5）持続性：高い 

1）政策・制度面 

「第2次貧困削減戦略文書」及び「教育・訓練10カ年計画」において技術教育・職業訓練

の改革・強化を取りあげている。労働市場、民間セクターの需要も背景とした政策である

ことから、今後、本政策に大きな変更が生じる可能性は少ないと考えられる。 

2）組織・財政面 

先の無償資金協力準備調査によれば、CFPTの歳入と歳出は双方で漸増、かつ歳入と歳出

の差は拡大傾向にある。この歳入を「政府からの補助金」、「授業料収入」及び「その他収

入」でみると、政府からの予算配分の増加に伴って金額が漸増しているものの、CFPT独自

の収入も同時に漸増していることから、政府からの補助金は20％を前後する水準である。

その他収入が大きく増加しており、授業料収入ともあいまってCFPTの収入のおおむね80％

の水準であることからも持続性が高く見込まれる。 

3）技術面 

前述のとおり、本プロジェクトはこれまでに長く実施してきたわが国のCFPTへの支援を

基に形成された案件であり、これまでに育成された指導員や訓練校マネジメント能力を活

用して新規2学科を開設するものである。新設学科の開設及び運営が達成されることによっ

て、今後、CFPTが時代の要請に応じて自力でコースを改廃していくための広義のマネジメ
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ント能力の獲得がなされることが見込まれる。 
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施設訪問報告 

１．訪問先：KOMATSU 

（1）訪問日時：2011年 8月 10日（水）午後 2時 30分～5時 

（2）訪 問 者：M. Alioune B. DIONE（Chef de section Meca. Auto, CFPT） 

M.Elhadji Malick CISSE（formateor en Meca Auto, CFPT） 

M.Gory Sow（JICA Senegal National staff） 

通訳 

立花 弘人 

世取山 清 

（3）面 談 者：田中 良樹（ダカール KOMATSU所長） 

M. Allan Carreos（Dakar KOMATSU Service Engineer） 

M. Damien VAN MIEGROET（BIA General Manager）（ベルギー人） 

（4）内容 

・ KOMATSU Training Centerの施設見学 

・ KOMATSU Training Centerの概要説明 

・ BIA社の概要説明 

・ 質疑応答 

（5）特記事項 

① KOMATSUと BIA社はセネガル及びアフリカ諸国において企業連携で事業を展開している。 

② BIA 社はベルギーの企業で、鉱山での採鉱に使用される重機の販売及びアフターサービス事業

を展開している。 

③ KDTC(KOMATSU DAKAR TRAINING CENTER)及び KDSSC（Komatsu Dakar Service Support 

Center)は KOMATSUと BIA社の共同経営 

④ KDTCにはベルギー人の 1名の指導員がいる。 

⑤ KOMATSU は将来計画のなかで、新しい訓練センターの建設や指導員 1 名の採用を計画してい

る。 

⑥ KOMATSUによると、日本では、各重機メーカーは各々の Training Center（研修所）で保守・整

備 Technicianを養成している。 

（6）KOMATSUから得られる支援について 

① KOMATSU DAKAR及び日本でも、CFPTの指導員研修を支援をすることが可能とのこと。 

② Dakarにおいては、いつでも具体的な相談に応じてくれるとのこと。 

③ 東京の KOMATSUの担当者を紹介するので、東京では、その方を窓口にして具体的な相談をし

てほしいとのことでした。 

（7）KDTCの概要は別紙のとおり。 

（8）KOMATSU及び BIAのパンフレットは別添のとおり。 
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２．訪問先：CFMPL(Center de Formation aux Metiers Portuaires et a la Logistique) 

（1）訪問日時：2011年 8月 11日(木)午後 3時～4時 30分 

（2）訪 問 者：M.Ousseynou GUEYE（Director , CFPT） 

M. Alioune B. DIONE（Chef de section Meca. Auto, CFPT） 

M.Gory Sow（JICA Senegal National staff） 

通訳 

立花 弘人 

世取山 清 

（3）面 談 者：Mme Awa Ndiaye SAGNA（Director , CFMPL） 

Mme Adja Ndaw GUEYE（Responsible Development, CFMPL） 

（4）内容 

・ SAGNA校長より、施設の概要についての説明があった。 

・ GUEYE・CFPT校長より、CFPTについての概要説明と調査団の訪問目的についての説明があっ

た。 

・ 質疑応答 

・ 施設見学 

（5）特記事項 

① 港湾施設で働く Technicianの養成で、日本の港湾職業能力開発短期大学校（横浜、神戸の 2校）

に非常に似ていると感じた。 

② 私立のセンターで、FDA（French Development Agency）の支援を受けて開設準備を進めている。

また、政府からは今年から 3年間の支援を受けられるが、その後の支援はないとのこと。 

③ 2011年 10月開校予定である。 

④ 応募資格は高校卒業生で、訓練期間は 2年間とのこと。 

⑤ 訓練時間は、年に 11カ月で、1週間は 40時間とのこと。 

⑥ 訓練生数は、1コース 16名で、5コースで１学年 80名になるから、2学年で 160名となる。 

⑦ カリキュラムの 3分の 1はインターンシップとのこと。 

（6）CFMPLのパンフレットは別添のとおり。 
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企業訪問報告 

 

１．訪問先：NOVOTEL 

（1）訪問日時：2011年 8月 11日（木） 午前 9時 30分～11時頃 

（2）訪 問 者：Mr.El Hadgi Ismaila NDIAYE（Formateur en Electronique Informatique CFPT） 

世取山 清（調査団員）、立花 弘人（調査団員）、Sarr（調査団通訳） 

（3）面 談 者：Macodou Ngom （Chef Engineer） 

（4）内容 

施設の見学 

館内の給排水設備（貯水槽、ポンプ、配管類、貯湯槽など） 

自家発電設備（ディーゼル発電機など） 

調理設備（冷蔵、冷凍庫、電気調理器など） 

（5）特記事項 

① 給排水設備、空調設備など日本にある設備と基本的には一緒である。 

しかし、日本のメーカーの製品はほとんどなく、ヨーロッパ（CIAT）製品などが多

数見受けられる。 

② 配管などの設備などその他の設備も掃除などがあまり行き届いていない印象を受

けた。定期的にメンテナンスといった観念がないと思われる。 

 

２．訪問先：Sagam 

（1）訪問日時：2011年 8月 11日（木） 

（2）訪 問 者：Mr. El Hadgi Ismaila NDIAYE（Formateur en Electronique Informatique CFPT） 

世取山 清（調査団員）、立花 弘人（調査団員）、Sarr（調査団通訳） 

（3）面 談 者：Ousseynou DIOP（Chef Service Apres Vente） 

（4）内容 

施設の見学 

・監視カメラシステムの見学 

・建物などのセキュリティゲートのモデルを見学 

（5）特記事項 

Cameraなどのシステムを米国製を使っているとのこと。 

・IP Cameraなどを使った監視システムの運用をしているとのこと。 

・ビルメンテナンスの中でもどちらかというと設備メンテナンスではなく警備の要

素が強いと感じた。 

以上 
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